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研究成果の概要（和文）：インドが持続的成長を実現する上で最大のボトルネックとされているのが、電力イン
フラの劣悪な状況である。本研究は、インドにおける電力改革が困難に陥った背景を明らかにするとともに、電
力改革に差異をもたらす要因を探ることを目的とする。①計量経済分析、②現地調査（ステークホルダーへのヒ
アリング）、を通じて浮かび上がってきたのは、(a)不安定な電力事情の背景には電力事業体の深刻な財務状況
があること、(b)農業用電力の定額制を含めた料金体系の改革は政治的にほぼ不可能であること、(c)設備容量の
増設、送配電損失の削減やスマートメータの設置など、新規投資や技術的な努力により状況は改善しつつあるこ
と、である。

研究成果の概要（英文）：Looking ahead to India’s further industrialization and economic growth in 
the coming years, the country’s underdeveloped power infrastructure is perceived as the biggest 
obstacle.　In this project, we assessed the current status of power sector reform and investigated 
the determinants of its performance through the empirical analysis, field survey, and interview to 
stakeholders such as the staff of power utilities, regulators, agricultural consumers, and so on. We
 found that (a) the financial deterioration of power utilities due to low recovery ratio has 
significant adverse impacts on the quality of service, (b) the revision of tariff scheme especially 
for agricultural consumers would be politically impossible, (c) but the quality of service is 
getting better in the last ten years through the efforts like the expansion of power capacity, the 
reduction of T&D loss and the installation of smart meters. 

研究分野：開発経済学　インド経済論
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１．研究開始当初の背景 
21 世紀に入り巨大新興市場として世界の
注目を集めるインドではあるが、その一方で
経済成長の足かせとしてかねてより指摘さ
れてきたのが、深刻な電力インフラの不足で
ある。すなわち、インドの電力部門は、電力
不足や不安定な電圧など、量・質の両面にお
ける問題の他、送配電損失率の高さやエネル
ギー効率の低さなど、多くの問題を抱えてい
る。かかる劣悪な状況に対して、1990 年代
より改善に向けた努力がなされてはいるも
のの、総じてその成果は乏しく、近年の経済
発展とともに急増する電力需要とあいまっ
て、電力の安定供給という点においては、厳
しい状況にあるといえる。 
インドの電力部門は憲法上、中央政府・州
政府が共に責任を負う共同専管事項として
位置づけられているが、長年にわたりその中
核を担ってきたのは、各州政府のもとに設置
された州電力庁（State Electricity Boards: 
SEBs）である。州電力庁は発電・送電・配電
を担う垂直統合型の公的事業体であり、電力
部門の開発に一定の役割を果たしてきたが、
一方で 1980 年代までに、ほぼ全ての州にお
いて事実上の破綻状態に陥ることとなった。
近年改善の傾向にあるとはいえ、今なおしば
しば発生する停電や、不安定な電圧・周波数
の問題に象徴されるこの国の厳しい電力事
情の背景には、州電力庁の厳しい経営状況と、
それにともなう投資・メンテナンスの不足が
あったといえる。 
 
２．研究の目的 
したがって本研究の出発点となるのは、な
ぜインドの電力部門こうした状況に陥った
のか、また改革に向けた試みが、なぜ必ずし
も成功しないのか、という素朴な疑問であり、
その答えを探ることを目的としている。プロ
ジェクトを通して念頭に置いてきたのは、①
農村貧困対策として農業用電力料金の定額
化、さらには無料化という形で農家に供与さ
れてきた電力補助金が電力事業体の経営と
州財政を損ない、それが転じて設備投資・メ
ンテナンス不足と厳しい電力事情に帰結し
てきたこと、②農民は電力補助金の主たる受
益者であると同時に、選挙における最大の票
田であり、こうした事情が電力部門改革の足
かせとなってきたこと、以上ふたつの認識で
ある。2003 年に施行された電力法は各州に
電力庁の再編（アンバンドリング）や電力規
制委員会の設置などを義務付けるものであ
ったが、本研究では主に、この改革以降の各
州のパフォーマンスに差異をもたらす要因
に焦点を当てている。 
 
３．研究の方法 
 本研究の遂行にあたっては、基本的には以
下二つのアプローチを採用した。 
(1) 電力部門改革の成果に関する計量経済学
的研究 

2003 年電力法によって各州で義務付けら
れてきた年代に入り進められてきた改革の
成果を、停電頻度（あるいは損失）、配電会
社の営業損益、料金体系、送配電損失率など
によって評価した上で、電力供給サービスの
質の決定要因に関する実証分析を行った。分
析に際しては、①中央電力庁提供の州レベル
データ（All India Electricity Statistics）、②
インド政府系金融機関 (Power Finance 
Corporation)が提供する年次報告書、③世界
銀行が提供する電力事業体レベルの改革イ
ンデックス、といったマクロ（州）レベルデ
ータのほか、④世界銀行が提供する企業レベ
ルデータ(Enterprise Survey)、⑤インド商工
省が提供する企業レベルデータ（ASI）、など、
ミクロ（企業）レベルのデータを合わせて使
用することで、分析の精緻化を目指した。ミ
クロレベルのクロスセクション分析を主と
しているが、時系列分析も取り入れながら、
電力と経済活動の長期的関係にも配慮した。 

 
(2) 現地調査（ステークホルダーへのヒアリ
ング） 
定量的な分析に加えて、具体的な改革内容
やその実施方法、さらには改革に対する州政
府のコミットメント、州首相のリーダーシッ
プの役割に焦点を当てた現地調査を行った。
グジャラート、パンジャーブ、タミル・ナー
ドゥ、ビハール、アンドラ・プラデシュ、デ
リー、マニプールなどの各州において、州電
力庁、電力規制員会などでヒアリングを行っ
た。またこうした事業者側のみならず、消費
者あるいは、第三者の見解を得るべく、パン
ジャーブとビハールにおいては、農村世帯を
複数訪問し、電力事情や農業用電力補助金に
関するインタビューを行ったほか、NGO（グ
ジャラート、ビハール）、ジャーナリスト（デ
リー）などへの聞き取りを行った。こうした
調査においてはいずれも電力事情に詳しい
インド人研究者の助言も得ている。 
 
４．研究成果 
 プロジェクト全体を通して浮かび上がっ
てきた点は以下のとおりである。 
 
(1) 各州における電力事情は、改善傾向にあ
る。ただし現在の各州の電力事情の大半
を説明する電力事業体の財務状況は、今
なお深刻である。 
(2) 各州における電力事業体の経営状況は、
1970-80 年代には既に形作られつつあっ
た、農村電化の状況と、農業用電力料金
の設定（flat rate の導入）によって規
定されている。 
(3) 90 年代末より開始された電力改革は、ア
ンバンドリングなど組織の再編などを通
じ、ある程度の成果があったが、赤字問
題の解決には至っていない。問題の根本
には、電力料金の改定が困難であること
が挙げられる。 



(4) パンジャーブなど穀倉地帯では農業政策、
過剰灌漑問題とのリンクもあり、最も深
刻なジレンマにあるといえる。 
(5) バランスシート上、電力事業体の経営改
革に「成功」したと思われる州（デリー、
グジャラートなど）においても、実は財
務状況については良くない、または補助
金が前提となってのことなのでその評価
には注意が必要となる。 
(6) IT技術を応用した電力消費の管理には期
待が持てる。ソーラーポンプの導入は諸
刃の剣の側面もあり、注意が必要。 
 
以上の知見をもとづき、インド電力部門の
今後の見通しについて検討すると、現モディ
政権は大規模な電源開発計画や農村電化の
推進などの電力政策を重視しており、その政
策が問題解決に寄与する可能性はあるとい
えるだろう。しかしながら料金の改訂につい
ては、政治的な困難さを考慮するとき、おそ
らく今後も現実的ではない。したがって電源
開発への取り組みの他、送配電網の再整備に
よる送配電損失率の引き下げ、盗電をはじめ
とする不正行為の防止による営業損失の縮
小が、引き続き経営を再建する上で重要な手
段となろう。電力改革において特効薬はなく、
いわばこうした地道な取り組みに頼らざる
を得ない状況が、今後しばらくは続くと予想
している。 
以上、本研究を通じて得られた知見につい
ては複数の学術論文にとりまとめた他、国内
外の学会・研究会にて報告を行った。また書
籍「インド電力改革の政治経済学（仮題）」
として出版するべく、執筆中である。 
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